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年次有給休暇（その１） 

年次有給休暇の付与義務は派遣元にあります。特定機関等は外国人農業支援人材が年

次有給休暇（以下「年休」）を請求したときは、原則として、請求された日に年休を付

与しなければならず、派遣先農家・農業法人が認めないとの理由だけで拒否することは

できません。 

年休は、過去の計算期間（最初は6 か月、以後は1 年）の出勤率8 割以上という要

件を満たす労働者に対して、継続勤務期間に応じた一定の日数が付与され、その付与日

数は、所定労働時間・所定労働日数と継続勤務期間ごとに定められています（表）。 

表） 年次有給休暇の付与日数    ※週以外の期間によって労働日数が定められている場合 

週所定 

労働時間 

週所定 

労働日数 

1 年間の 

所定労働日数※ 

6 か

月 

1 年 

6 か月 

2 年 

6 か月 

3 年 

6 か月 

4 年 

6 か月 

5 年 

6 か月 

6年 

6か月以上 

30 時間

以上 

 
10日 11 日 12 日 14 日 16 日 18 日 20 日 

30 時間

未満 

5 日以上 217 日以上 

4 日 169～216 日 7 日 8 日 9 日 10 日 12 日 13 日 15 日 

3 日 121～168 日 5 日 6 日 ６日 8 日 9 日 10 日 11 日 

2 日 73～120 日 3 日 4 日 4 日 5 日 6 日 6 日 7 日 

1 日 48～72 日 1 日 2 日 2 日 2 日 3 日 3 日 3 日 

年休の時季変更権 

例外として、労働者が年休の時季指定をした場合、その年休取得により「事業の正常

な運営が妨げられる場合」は、使用者は年休取得を拒否する権利（時季変更権）があり

ます。注意が必要なのは、「事業の正常な運営が妨げられる場合」に当たるか否かの判

断は、派遣先における事業ではなく、派遣元の事業に関して行われるということです。 

派遣中の労働者が就労しないことが派遣先の事業の正常な運営を妨げる場合であっ

ても、派遣元は代替労働者の派遣が可能な場合もあるため、「事業の正常な運営を妨げ

る場合」に当たらない場合もありえます。 

また、人手不足の事業場で働く労働者は年休がとれなくなるため、「日常的に業務が

忙しい」「慢性的に人手が足りない」という理由では、時季変更権の要件は充たされな

いと考えられています。 

年休の付与義務は派遣元にありますが、派遣労働者も派遣先における仕事の状態を考

慮して請求するなど、年休が取得できるか否かは派遣先の意向に左右されるので、農

家・農業法人は、外国人農業支援人材の年休取得に配慮する必要があります。 
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